
 

 

 

Ｄ Ｘ 戦 略 

 

近年、地球規模の自然災害の増加、少子高齢化に伴う人口減少、経済活動のデジタル

化、サイバー犯罪の増加、新型コロナウイルス感染症に起因する社会変容など、次世代に

大きな影響をもたらす様々な社会課題に直面しています。 

   これらの社会課題の解決の一助となるため、当社では、令和３年８月に DX 推進の取

組を開始しました。 

ここに、当社が地域の情報産業の担い手として、データと情報技術を活用し、顧客や社

会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとともに、業務そのもの

や、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、市場における競争上の優位性を確立する

ため「ＤＸ戦略」を策定します。 

 

（１）社内ＤＸ 

先ずは、次のような社内ＤＸを実践し、この実績に基づきお客様ＤＸに活用します。 

   ・お客様のＤＸを支援するため、人材の育成を行う。 

   ・デジタル技術を社内業務に活用し、社内ＤＸを実践する。 

   ・社内ＤＸの実績をお客様ＤＸに展開する。 

   ・ＤＸを前提とした新たなサービスを提供する。 

 

（２）お客様ＤＸ 

   ・地域で活躍する企業のＤＸ実現のため支援する。 

   ・社会課題の解決のため、関係機関との連携を強化する。 

   ・お客様に向け、ＤＸの先進事例やノウハウなどの情報を発信する。 

 

（３）数値目標 

中期経営戦略として、ＤＸ戦略における社内ＤＸ及びお客様ＤＸの中から３件以上の

取組達成を目標とします。 

 

 

２０２２年２月２８日 

株式会社東北情報センター 

代表取締役社長 土田 稔 

 

 



 

 

 

 

ＤＸ戦略を推進するため、代表取締役社長を総括責任者とし、部門長を推進担当者とす

る推進体制を次に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＤＸ推進体制 

代表取締役社長

（総括責任者）

管理部

（担当：部長）

営業企画部

（担当：部長）

システム第１グループ

（担当：課長）

システム第２グループ

（担当：課長）

データベースグループ

（担当：課長）

ＩＣＴ推進室

（担当：室長）

指定管理事業部

（担当：部長）

取締役会



 

 

 

 

デジタル化社会の中で、お客様からの期待に応えるため、地域の情報サービス業として、

社内ＤＸを推進し、お客様ＤＸ実現の支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的な取組 

デデーターと情報技術を活用した取組 

○管理業務の電子化（勤怠管理、車両管理、社会保険申請等） 

○生産業務の自動化（ＡＩ、ＲＰＡ等の活用） 

○営業業務の変革（セールステック等の活用） 

○指定管理施設のサービス向上（予約システム等の導入） 


